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 板倉町人口ビジョンは、国の『まち・ひと・し

ごと創生長期ビジョン』の趣旨を踏まえ、人口減

少の克服と地方創生を確実に実現するため、本町

における人口の現状を分析し、人口に関する認識

を深めるとともに、今後の目指すべき将来の方向

性と人口の将来展望を示すものです。

　また、この人口ビジョンは、本町において今後

実施すべき施策を定める際に基礎となる人口動態

や課題、将来人口の推計を示し、『板倉町まち・ひ

と・しごと総合戦略』における基本方針や施策の

方向性の指針とするとともに、人口に関する認識

を広く共有するために策定するものとします。

　人口ビジョンの計画期間は、令和２年（2020）

国勢調査の結果を基準とし、国立社会保障・人口

問題研究所（以下社人研）※１の推計期間である令和

32 年（2050）までとします。

　人口ビジョンの基礎数値は、社人研の人口推計

を用いて設計し、国勢調査をはじめとする統計調

査結果および内閣官房と経済産業省が提供する

「地域経済分析システム（RESAS）」等を用いて分析

しました。

　人口減少の推計について、社人研の推計をもと

に確認します。社人研の推計では、令和 32年

（2050）の本町の人口は、8,712 人と推計され、令

和２年（2020）の 14,083 人から 5,371 人（減少率

約38％）減少すると見込まれています。令和32年

（2050）において人口全体では、約４割の減少とみ

られますが、その構成が大きく変化します。年少

人口と生産年齢人口が減少して、老年人口が大幅

に増加する見込みで、全人口の約 45％が老年人口

であるという状況になります。これは、約 1.0 人

で高齢者１人を支える計算となり、昭和 60 年

（1985）時点と単純に比較すると支える人の負担は、

約 4.7 倍になります。

　社人研の推計と本町の近況を勘案すると、人口

減少の傾向は止まらない見通しです。よって、本

町が目指すべき将来人口については、第１期人口

ビジョンと同様に現状をふまえ、人口減少の傾向

を最大限緩和することを目標として設定します。

　目標人口は、本町における総合戦略をはじめと

する施策の効果が着実に反映されることにより、

社人研推計人口より上積みが期待できるものとし、

下記の水準を目指すものとします。　なお、期間

の設定にあたっては、板倉町総合計画の計画期間

である令和９年（2027）を中期目標として設定し、

人口ビジョンの計画期間である令和 32 年（2050）

を長期目標として設定しました。

1. 人口ビジョンの位置づけ

２. 人口の推計期間

※１ 国立社会保障・人口問題研究所：人口・経済・社会保障の相互関連などについて調査研究を行う、厚生労働省の施設等機

関略称「社人研」

３. 人口動向の分析

目標人口目標年次

13,３00 人
令和９年
（2027）

中期目標

9,600 人
令和 32 年
（2050）

長期目標

4. 人口ビジョンの目標人口

実施計画

まち・ひと・しごと創生

人 口 ビ ジ ョ ン 
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昭和 30 年

（1955）

５，０００

１０，０００

１５，０００

２０，０００

18,189

16,954

15,855 16,024 16,002 15,948

15,533

15,946
15,865

15,706

15,015

昭和 35 年

（1960）

昭和 40 年

（1965）

昭和 45 年

（1970）

昭和 50 年

（1975）

昭和 55 年

（1980）

昭和 60 年

（1985）

平成２年

（1990）

平成７年

（1995）

平成 12 年

（2000）

平成 17 年

（2005）

平成 22 年

（2010）

平成 27 年

（2015）

令和２年

（2020）

令和７年

（2025）

令和 12 年

（2030）

令和 17 年

（2035）

令和 22 年

（2040）

令和 27 年

（2045）

13,023

12,214

実績値 推計値

国勢調査 社人研推計 目標人口

資料：

令和 2 年（2020）までは国勢調査

令和 7 年（2025）以降は社人研人口推計値

中期目標

令和９年（2027）

目標人口 13,300 人

    板倉町の人口推移と将来人口【昭和 30 年（1955）～令和 32 年（2050）】 図 １
19,429

13,595

11,988

11,154

10,276

9,600

単位：人

長期目標

令和 32 年（2050）

目標人口 9,600 人

12,811

実施計画
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令和 32 年

（2050）

16,290

14,083

11,324

10,413

9,527

8,712
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 年齢区分別に人口推移をみると、年少人口※１は

昭和 60年（1985）をピークに減少が続き、平成７

年（1995）には、老年人口※１が年少人口を逆転し、

さらに、令和２年（2020）にはその差が 3.4 倍以

上に開いています。

　生産年齢人口※１は、昭和 55年（1980）をピーク

に微減傾向が続き、板倉ニュータウン街びらきに

より、平成12年（2000）に一時増加に転じるもの

の、その後は減少傾向が続き、令和27年（2045）に

は老年人口が生産年齢人口を逆転することが見込

まれ、現役世代の負担はさらに増加する見通しです。

　加えて、一貫して増加傾向にあった老年人口は

令和７年（2025）より減少に転じることから、人

口減少は加速度的に進んでいきます。

5. 年齢３区分別人口の推移と将来推計

※１ 年少人口・生産年齢人口・老年人口：年少人口（15 歳未満の人口）・生産年齢人口（15 ～ 64 歳までの人口）・老年人口

（65 歳以上の人口）

    板倉町の年齢区分別人口推計【昭和 60 年（1985）～令和 32 年（2050）】 図 ２
単位：人

０

１０，０００

５，０００

昭和 55 年

（1980）

昭和 60 年

（1985）

平成２年

（1990）

平成７年

（1995）

平成 12 年

（2000）

平成 17 年

（2005）

平成 22 年

（2010）

平成 27 年

（2015）

令和２年

（2020）

令和７年

（2025）

令和 22 年

（2040）

令和 27 年

（2045）

年少人口 生産年齢人口 老年人口

3,455 3,477

3,066

2,546
2,203

2,049
1,911

1,628

1,361

1,038

792
677 653 613

1,992

2,183

2,606

3,030
3,286

3,490
3,683

4,228

4,735
4,891 4,817

4,719

4,260

10,557 10,342 10,276

9,957

10,457 10,323

10,075

9,065

7,812

7,094

 6,605

    5,928

5,064

4,356

老年人口と年少人口が逆転

板倉ニュータウン街びらき

少子化が始まる

老年人口の減少が始まる

生産年齢人口は

年平均 150 人ずつ減少する見込み

実績値 推計値

実施計画

まち・ひと・しごと創生

人 口 ビ ジ ョ ン 

令和 12 年

（2030）

令和 17 年

（2035）

令和 32 年

（2050）

 4,558

3,908

4,696

544

老年人口と生産年齢人口が逆転
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    人口ピラミッドの推移【昭和 60 年（1985）、令和２年（2020）、令和 32 年（2050） 】図 3

 昭和 60年（1985）には、ピラミッド型でしたが、

令和２年（2020）では逆ピラミッド型に近い形状

になっています。令和 32 年（2050）には、特に女

性の老年人口割合が高くなる予測です。

6. 人口ピラミッドの推移

０～４歳521 

612 

617 

５～９歳

10 ～ 14 歳

497 

421 

486 

15 ～ 19 歳

20 ～ 24 歳

25 ～ 29 歳

690 

733 

478 

30 ～ 34 歳

35 ～ 39 歳

40 ～ 44 歳

456 

491 

553 

45 ～ 49 歳

50 ～ 54 歳

55 ～ 59 歳

60 ～ 64 歳446 

307 

280 

193 

101 

65 ～ 69 歳

70 ～ 74 歳

75 ～ 79 歳

80 ～ 84 歳

85 ～ 89 歳29 

5  90 歳以上

492 

598 

637 

511 

421 

449 

605 

640 

447 

418 

443 

588 

569 432 

372 

240 

17 

150 

57 

０～４歳145 

312 

５～９歳

10 ～ 14 歳

374 

267 

15 ～ 19 歳

20 ～ 24 歳

25 ～ 29 歳

259 

336 

465 

30 ～ 34 歳

35 ～ 39 歳

40 ～ 44 歳

530 

458 

45 ～ 49 歳

50 ～ 54 歳

55 ～ 59 歳

60 ～ 64 歳525 

687 

666 

372 

248 

65 ～ 69 歳

70 ～ 74 歳

75 ～ 79 歳

80 ～ 84 歳

85 ～ 89 歳157 

67  90 歳以上

138 

235 

291 

376 

395 

201 

212 

300 

408 

473 

470 

419 

523 

653 

659 

442 

208 

340 

236 

240 

463 

０～４歳66 

116 

５～９歳

10 ～ 14 歳

141 

150 

106 

15 ～ 19 歳

20 ～ 24 歳

25 ～ 29 歳

142 

205 

268 

30 ～ 34 歳

35 ～ 39 歳

40 ～ 44 歳

329 

227 

45 ～ 49 歳

50 ～ 54 歳

55 ～ 59 歳

60 ～ 64 歳262 

360 

459 

453 

312 

65 ～ 69 歳

70 ～ 74 歳

75 ～ 79 歳

80 ～ 84 歳

85 ～ 89 歳213 

191  90 歳以上

63 

93 

107 

129 

133 

90 

133 

190 

239 

255 

201 

228 

224 

318 

409 

449 

417 

386 

293 

99 

256 

単位：人

昭和 60 年

（1985）

令和 2 年

（2020）

令和 32 年

（2050）

80 代以上の

男性人口 716 人

80 代以上の

男性人口 472 人

20 ～ 30 代の

男性人口 1,236 人

80 代以上の

男性人口 135 人

20 ～ 30 代の

男性人口 2,330 人

80 代以上の

女性人口 1,096 人

20 ～ 30 代の

女性人口 546 人

80 代以上の

女性人口 784 人

20 ～ 30 代の

女性人口 1,108 人

20 ～ 30 代の

女性人口 2,115 人

65 歳以上の高齢

者を約 4.7 人で

支えていた

65 歳以上の高齢

者を約 1.6 人で

支えていた

65 歳以上の高齢

者を約 1.0 人で

支えることに

資料：

令和 2 年（2020）

までは国勢調査

令和 7 年（2025）以降

は社人研人口推計値

実施計画

(44)

80 代以上の

女性人口 224 人

358 

20 ～ 30 代の

男性人口 603 人
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 平成６年（1994）から現在までの人口推移に

「転入・転出による社会増減」と「出生・死亡によ

る自然増減」との２つの要因が与えた影響を確認

します。

　社会増減については、90 年代後半から 2000 年

代前半に社会増が大きくなっています。板倉

ニュータウンの街びらきと時期が一致することか

ら、このことが要因と推測できます。

　自然増減については、約30年間一貫して自然減

の状態が続いています。ここ数年は、出生数の低

下と死亡数の増加の傾向が顕著に表れ、年間 140

人を超えるペースで自然減が進んでいます。

　本町の人口減少に歯止めをかけるためには、少

子化傾向の改善が必要です。併せて、移住人口の

増加を図りながら、転出超過を抑制していく必要

があります。

7. 自然増減・社会増減の推移

０

資料：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」RESAS 再編加工 注記：2012 年までは年度データ、2013 年以降は年

次データ。2011 年までは日本人のみ、2012 年以降は外国人を含む。

１００

２００

３００

－１００

－２００

－３００

実施計画

まち・ひと・しごと創生

人 口 ビ ジ ョ ン 

    自然増減・社会増減の推移【平成６年（1994）～令和５年（2023）】 図 ４
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町勢の低迷

　町勢の基盤となる人口が減少することにより、

各種団体や地域コミュニティを支える層が減少す

るため、本町の行政サービスの取組や地域活動な

どが縮小傾向となることが危惧されます。また、

本町の面積の半数以上を占める農地の維持管理に

ついても、担い手減少による耕作放棄地の増加が

懸念されます。

町民負担と行財政負担

　高齢化率の高まりにより、社会保障の負担をは

じめとする町民負担と財政負担の増加が予想され

ます。また、生産年齢人口の減少により、税収減

少が見込まれ、行政サービスの水準を維持するこ

とが困難になり、行政サービスの取捨選択が必要

になるおそれがあります。人口も税収も減少する

なかで、上下水道施設や道路・橋梁といったイン

フラの更新時期を迎えることから、維持管理にか

かる費用の負担が大きくなる懸念があります。

町民生活への影響

　経済活動の低下により、商店や事業所等の廃業

や撤退が予想され、これに伴い、公共交通機関の

縮小などが懸念されます。空家が増加し、防犯・

防災上の懸念が増大します。また、地域防災に対

する担い手が不足する中、高齢化により災害時要

援護者の増加が見込まれ、災害発生時の対応が困

難になることが予想されます。

下げ止まりの見えない人口減少

　我が国が平成 20 年（2008）に人口減少社会に突

入した中で、本町においては、平成 12 年（2000）の

国勢調査時から人口が減少傾向にあります。

　年齢区分別でみると、生産年齢人口は、平成 22

年（2010）以降 10,000 人を割り、今後、年平均

150 人ずつ減少すると予想されています。

　年少人口は、平成５年（1993）に老年人口に逆

転され、以降減少の一途をたどっています。

　老年人口は、一貫して増加してきましたが、令

和７年（2025）には減少に転じることが予測され

ています。

自然増減と社会増減

　自然増減については、約30年ほど一貫して出生

数を死亡数が上回っており、ここ数年はこの傾向

に拍車がかかっています。社会増減については板

倉ニュータウンの街びらきから 10年程転入超過

が見られましたが、その後は転出超過の状態が続

いています。

若年層の流出

 若年層において進学や就職に伴う転出傾向が続

いています。このことが生産年齢人口の減少及び

少子高齢化の一因になっています。

 人口減少への対応は、大きく分けて２つの方向

性が考えられます。一つは、出生数の向上により、

人口減少に歯止めをかけ、人口規模の確保と人口

構造の安定を目指すという自然増に関するもので

す。もう一つは、転出の抑制と転入の増加による

人口規模の維持です。この２つの方向性による対

策を同時に推進していく必要があります。

　なお、そのための具体的な施策については、第

３期まち・ひと・しごと創生総合戦略で示します。

8. 人口減少が地域の将来に与える影響

9. 現状と課題の整理

実施計画

(46)

10. 目指すべき方向性



１－１ 国の総合戦略の基本的な考え方

はじめに

　我が国の人口は平成 20 年（2008）から減少に転

じて、今後その傾向は加速度的に進行していくと

見込まれています。特に地方での人口減少は、地

方から首都圏への若者の人口流出がその主な要因

の一つと考えられており、地方の人口減少に起因

する地域市場規模の縮小や深刻な人手不足が地域

経済の低下につながり、ひいては大都市の経済衰

退に影響を与えることが危惧されています。

　そこで、国は人口減少の克服と、地方創生を成

し遂げて将来にわたり活力ある日本社会を維持す

ることを目的として、平成 26年（2014）に「ま

ち・ひと・しごと創生法」を公布・施行しました。

同年には、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」が

閣議決定され、令和元年（2019）には、第２期

「まち・ひと・しごと創生総合戦略」が閣議決定さ

れ、戦略に沿った取組が進められてきました。

　令和４年（2022）には、デジタル田園都市国家

構想の実現に向けて、抜本的に改訂した「デジタ

ル田園都市国家構想総合戦略」が新たに閣議決定

されました。国は、新型コロナウイルス感染症の

影響により、社会情勢がこれまでと大きく変化し

てきた中で、デジタルの力を活用して地方の社会

課題解決や魅力向上の取組の深化・加速化を図る

とともに、そのために必要なデジタル実装の取組

を推進することとしています。

デジタル田園都市国家構想の実現のために

　人口が減少する中で、東京圏と地方との転出入

均衡達成目標はいまだ達成できておらず、地方の

過疎化や地域産業の衰退、さらには首都直下地震

等の大規模災害への対応等が大きな課題となって

います。特に国の経済全体の生産性の足かせと

なっている、地方に多いサービス業の生産性の低

迷は、地方創生はもとより、国の経済全体の生産

性及び賃金水準の低迷を引き起こしている深刻な

課題となっています。

　さらに、新型コロナウイルス感染症が拡大した

ことに伴い、観光業などの地方経済を支える産業

への打撃や、地域コミュニティの弱体化等、地方

の経済・社会は大きな影響を受けました。

　他方、新型コロナウイルス感染症の影響により、

デジタル・オンラインの活用が進み、時間と場所

にとらわれない働き方が可能になるとともに、テ

レワークやワーケーションが普及したことで、多

地域居住・多地域就労が現実のものになり、経済

社会の分極化の重要性を再認識させることとなり

ました。

　また、ＩＣＴの進化やネットワーク化により、

経済や社会の在り方、産業構造が急速に変化する

大変革期、新しい時代（Society5.0 ※１）が到来す

る中、ＩＣＴを最大限に活用し、先導していく取

組等が進められています。

　加えて、急激な人口減少社会に対応するため、

新たにデジタル行財政改革として、利用者起点で

デジタルを最大限に活用して公共サービス等の維

持・強化と地域経済の活性化を図り、社会変革を

実現することが必要としています。このため、人

口減少・高齢化・過疎化・人手不足への対応、経

済成長・スタートアップ支援、行財政の効率化・

不便の解消の観点から、教育、交通、介護等、子

育て・児童福祉、防災、インバウンド・観光、ス

タートアップ等の分野における改革を進めること

としています。

　社会情勢がこれまでとは大きく変化している中、

「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」

を目指して、地域の個性を生かしながらデジタル

の力によって地方創生の取組を加速化・深化させ

ていく必要があります。その際には、個々の事業

者による取組だけでは足りず、それぞれの地域全

体として個々の事業者を巻き込みながら戦略的に

取り組んでいくことが不可欠としています。

まち・ひと・しごと創生

総 合 戦 略

1. 総合戦略の基本的な考え方

(47)

実施計画

※１ Society5.0：サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済発展

と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会（Society）のこと。狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、

工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 4.0）に続く、新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が

国が目指すべき未来社会の姿として提唱された。



国の第 3 期総合戦略における施策の方向

１－２ 群馬県の総合戦略の基本的な考え方

　県では、本格的な人口減少を迎え、今後も人口

減少と人口構成の変化が見込まれることから、平

成27年度に人口減少対策を土台に据えて、群馬の

未来を創生していく具体策を盛り込んだ第１期

「群馬県版総合戦略」を策定、引き続き人口減少克

服・地方創生の取組を切れ目なく進めることが求

められたことから、国の第２期「総合戦略」を踏

まえ、第１期「群馬県版総合戦略」の基本目標を

維持するとともに、新たな視点に基づく施策を盛

り込んだ第２期「群馬県版総合戦略」を策定し、

人口減少克服・地方創生の取組を行ってきました。

　また、県では、国の「デジタル田園都市国家構

想総合戦略」を踏まえ、県政の基本方針となる新・

群馬県総合計画との整合を図るなど、デジタルの

力を活用した施策を盛り込んだ「群馬県デジタル

田園都市構想総合戦略」を令和５年に策定してい

ます。

　

　「群馬県デジタル田園都市構想総合戦略」では、

次に挙げる３つの基本目標と８つの戦略を設定し

ています。

第 3 期
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実施計画

結婚・出産・子育ての支援、

少子化対策の推進 等

結婚・出産・子育ての

希望をかなえる03

移住の推進、関係人口の創出・拡大、

地方大学・高校の魅力向上 等

人の流れをつくる

02

魅力的な地域をつくる
地域生活圏、教育 DX、医療・介護 DX、

地域交通、物流・インフラ DX、防災 DX 等

04

地 方 の 社 会 課 題 解 決 基礎条件整備
  国による

デジタル実装の

地方に仕事をつくる
中小・中堅企業 DX、地域の良質な雇用の

創出等、スマート農業、観光 DX 等
01

デジタル基盤の整備
デジタルインフラの整備、

デジタルライフライン全国総合整備計画、

マイナンバーカードの普及促進・

利活用拡大 等

01

デジタル人材の育成・確保
デジタル人材育成プラットフォームの構築、

職業訓練のデジタル分野の重点化、

高等教育機関等におけるデジタル人材の

育成 等

02

誰一人取り残されない

ための取組

デジタル推進委員の展開、

デジタル共生社会の実現 等

03

施 

策 
の 

方 

向 

※１  ワーク・ライフ・バランス：仕事と生活の調和。一人ひとりがやりがいや充実感を持ちながら働き、仕事上の責任を果た

すとともに、家庭や地域生活などにおいても、人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できることを指す。

戦略３　人材の県内定着

戦略４　群馬にしごとをつくり、安心して働けるようにする

戦略５　安全・安心な暮らしを維持する地域づくり

戦略６　安全・安心な暮らしを実現する社会基盤づくり

戦略１　交流・移住・定住促進

戦略２　東京圏等からの人材還流

戦略７　結婚・妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援

戦略８　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス※１）

　　　　の実現

基本目標１　群馬で暮らし始めたくなる

基本目標２　群馬に住み続けたくなる

基本目標３　群馬で家族を増やしたくなる

←



１－３ 板倉町の総合戦略の基本的な考え方

　平成 27 年度から令和元年度末までを計画期間

として策定した『総合戦略』、令和２年度から令和

６年度末までを計画期間として策定した『第２期

総合戦略』は、『人口ビジョン』で示した「板倉町

が目指すべき人口の将来展望」を実現するために

必要な取り組みを取りまとめたものであり、本町

が直面する人口減少にある傾向を改善するための

具体的な戦略として位置づけたものです。これを

もって各種事業に取り組んできましたが、国をは

じめ、本町においても人口減少に歯止めがかかっ

ていない状況にあります。

　これに対し、令和７年度から令和９年度までを

計画期間とした『第３期総合戦略』を切れ目なく

策定し、「板倉町が目指すべき人口の将来展望」を

実現するための取組を実施します。

１－４ 本総合戦略の位置づけ

　本総合戦略は、まち・ひと・しごと創生法（平

成 26 年法律第 136 号）第 10条第１項に規定する

市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略として位

置づけられるものとします。

１－５ 計画の期間

　本計画の期間は、令和７年度から令和９年度ま

での３か年とします。

１－６ 第３期総合戦略における重点施策

　『第３期総合戦略』の策定にあたっては、第１期

及び第２期の枠組みを維持しつつ、国や県の総合

戦略を勘案し、地域課題解決に向け、デジタル技

術を活用しつつ、次の視点に重点を置いて施策を

推進します。

（１）本町に仕事をつくる

◆地域を支える農業や商工業などの産業振興や起

業を促します。

◆中堅・中小企業の仕事と子育てを両立できる良

質な雇用の創出を支援します。

（２）本町に人の流れをつくる

◆豊かな自然環境を活用し、生活重視のライフス

タイルの移住・定住を推進します。

◆町の魅力を活用し、関係人口（オンライン関係

人口含む）、交流人口の創出・拡大を目指します。

（３）若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

◆仕事と子育ての両立など子育てしやすい環境づ

くりを推進します。

◆アプリなどＩＣＴを活用した子育て支援サービ

スの普及促進を目指します。

（４）地域の連携により魅力的な地域をつくる

◆町民の幸福度やＳＤＧ sの価値観を通じて、町

民参画のもと、元気な地域づくりを目指します。

◆広域連携により地域生活圏の形成を推進します。

２－１ 地域ビジョン（目指すべき理想像）

　「地域で支え合う安全なまち いた く ら」

２－２ 主要方針の考え方

　人口ビジョンが示すとおり、将来、本町の人口

は減少傾向が避けられない状況です。持続可能な

まちづくりをするためには、今後も引き続き、人

口の自然減少の緩和、転出抑制と転入促進策を講

じることにより、人口減少を極力抑えることが重

要です。また、人口が減少していく将来において

も、本町の有する資源・魅力を活かして住民や事

業者、周辺地域との協働・連携を図り、町民一人

ひとりが永続的に楽しく安心して暮らしていける

まちを築いていくことが、今後のまちの将来像と

して重要な視点だと考えています。

　『第３期総合戦略』は、本町の最重要課題の一つ

である人口の将来展望の実現に向けた具体的な戦

略を立案する計画であるため、『第３期総合戦略』

の主要方針については、『板倉町総合計画』の基本

構想における、まちの将来像と同じ方針として、

計画間の整合を図ります。

２－３ 総合戦略における４つの基本目標

　上記の主要方針の実現を目指して次に挙げる４

つの基本目標を定め、達成度合いを図ります。

２. 主要方針と地域ビジョン

(49)

実施計画

まち・ひと・しごと創生

総 合 戦 略



 ①仕事・雇用

ＫGＩ※１ 事業所数

目標（Ｒ 9）基準

５９０事業所５７８事業所

ＫGＩ 従業者数

目標（Ｒ 9）基準

6,658 人6,159 人

町の農業や工業、商業について、農業従事者の高齢化への

対応や地域の産業の育成を図るほか、就業ニーズとのマッ

チング支援や新規創業支援などを通じ、起業の促進と雇用

の拡大を図る。

地方の社会課題解決：地方に仕事をつくる

 ③子育て・福祉

ＫGＩ 合計特殊出生率

目標（Ｒ 9）基準

0.91０.59

ＫGＩ 婚姻率

目標（Ｒ 9）基準

2.91.8

若い世代が町外に転出する現状への対応として、結婚から

妊娠、出産、子育てまでを支援する体制を拡充し、必要不

可欠な福祉や保育環境の充実により、安心して生み育てる

ことのできる環境づくりを行う。

地方の社会課題解決：結婚・出産・子育ての希望をかなえる

 ②移住・交流

ＫGＩ 年間社会増減数

目標（Ｒ 9）基準

＋１００人＋６７人

ＫGＩ 板倉東洋大前駅一日平均乗降人員数

目標（Ｒ 9）基準

3,530 人3,404 人

観光やシティプロモーション施策の強化による関係人口や

交流人口の創出・拡大を図るほか、きめ細かな教育環境の

充実や町の魅力の広報、移住・定住施策の拡充などを通じ、

町外からの移住・定住の促進を図る。 

地方の社会課題解決：人の流れをつくる

 ④地域づくり

ＫGＩ 相互利用公共施設数

目標（Ｒ 9）基準

４３５４３０

ＫGＩ 防災協定締結数

目標（Ｒ 9）基準

５０４３

安全・安心な環境を整えるため、空き家の適正管理や防犯対策、災害

対策を進めるほか、デジタル技術の導入による町民サービスの向上

と行政運営の効率化を図り、他自治体との施設の広域利用など連携

を深め、元気な地域づくりに向けた地域コミュニティの活性化や健

康づくりを推進する。

地方の社会課題解決：魅力的な地域をつくる

※１ KGI：Key Goal Indicator は、重要目標達成指標と呼ばれ、計画におけるゴールなど、大きな目標を定量的に評価すると

きに用いる指標。
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実施計画

第 3 期

３. 総合戦略における４つの基本目標

出典：R3 経済センサス活動調査

出典：R3 経済センサス活動調査

出典：R5 群馬県人口動態調査

出典：R5 群馬県人口動態調査

出典：リーサスデータ

出典：R5 東武鉄道整備促進期成同盟会

出典：関東どまんなかサミット会議 １７８

両毛広域都市圏総合整備推進協議会 ２５２

出典：総務課



    移住・交流 ２

町の魅力を活用し、関係・交流人口

を拡大し、移住・定住を促進する

 施策の大項目
1. 関係・交流人口の拡大

2. 移住・定住の促進

3. 教育環境の充実

 施策の小項目（KPI 設定）

①観光・移住関連 HP アクセス数

②渡良瀬遊水地保全利活用事業数

③板倉ニュータウン宅地分譲

④ふるさと納税金額

⑤町公式 LINE の友だち登録者数

⑥小学校 CRT、中学校 NRT ※ 3 テスト管内平

 均点の全国との差

農業や商工業などの産業振興や起業

を促し、良質な雇用機会を創出する

    仕事・雇用 1

 施策の大項目
1. 農業の振興

2. 商工業の振興

3. 新たな産業の創出

 施策の小項目（KPI ※ 1 設定）

①認定農業者の新規認定者数

②新規就農者数

③年間商品販売額・製造品出荷額等

④産業及び商業・業務用地への誘致

⑤新規創業、起業数

⑥ 6 次産業化※ 2 の取組数

地域の連携のもと、安全・安心な、

元気で活気ある地域づくりを行う

    地域づくり 4

 施策の大項目
1. 安心できる暮らしを支える環境の提供

2. 災害対策の推進

3. 地域コミュニティの活性化

4. 健康づくりの推進

5. デジタルの推進

6. 連携の推進

 施策の小項目（KPI 設定）

①空き家に対する苦情件数

②路線バス利用者数

③犯罪件数

④避難訓練参加割合

⑤健康寿命の延伸

⑥電子申請システムに対応した様式数

(51)

実施計画

まち・ひと・しごと創生

総 合 戦 略
４. 基本目標の体系

※１ KPI：Key Performance Indicator は、重要業績評価指標と呼ばれ、業績評価を定量的に評価するための指標。※ 2 ６次

産業化：第 1 次産業に従事する農家等が、生産・収穫した作物などを、生産だけでなく加工・販売まで一貫して手がける経営

方法のこと ※ 3  小学校 CRT、中学校 NRT: 我が国で最も多く実施されている標準学力検査。全国平均と比較可能なデータを

用いるため、本指標を用いた。

若い世代が安心して、結婚や子育て

ができる環境をつくる

   子育て・福祉 ３

 施策の大項目

1. 安心して結婚し子どもを産むことができ

 る環境づくりの推進

2. 子育てしやすい環境づくりの推進

 施策の小項目（KPI 設定）

①結婚支援関連事業周知数

②板倉町子育て応援アプリ登録者数

③乳幼児健診受診率

④産後ケア事業希望者利用率

⑤待機児童数

⑥教育支援体制等構築事業延べ利用者数



施策の方向性

◆認定農業者への支援、農業関係団体の育成、農

業の機械購入や施設整備への利子補給を行います。

◆認定農業者連絡協議会や農業関係団体への支援

を通じ、今後の農業方針の検討や推進、農業者間

の情報交換、研修の場の提供に取り組みます。

◆持続的な農業を実現するため、地域農業の設計

図となる「地域計画」を作成し、地域農業の担い

手を確保するとともに、農業経営の法人化や企業

の農業参入の推進を図ります。

◆農地の多面的機能の維持・発揮につながる共同

活動を行う組織に対し、多面的機能支払交付金を

活用した支援を行い、組織が未整備の地域には立

ち上がるまでの支援を実施していきます。

◆地域の担い手に対し、農地中間管理機構を介し

て農地の集積・集約化を進めます。

◆ Society5.0 の実現に向けた技術の活用を目指

すため、５Ｇの活用など、スマート農業に関する

研究を進めます。

◆農業後継者の情報収集や掘り起こしのほか、Ｊ

Ａ邑楽館林青年部と連携して、農業後継者の活動

を支援します。

◆新規就農を希望するかたを対象に相談窓口を設

置し、内容に応じた関係機関との連絡調整など、

総合的なバックアップを行うとともに、周辺自治

体及びＪＡ邑楽館林と連携し、Iターン就農を推

進します。

施策の方向性

◆板倉町商工会への支援を継続するとともに、町

内産業の活性化、円滑な事業承継を推進します。

◆若年層における地元就職を促進させるための取

組を推進します。

◆板倉町商工会と連携し、イベントの実施やＰＲ

グッズの作成、販路開拓、展示会参加など商工業

の活性化を図ります。

◆群馬県企業局と連携し、板倉ニュータウン（産

業・商業・業務用地）への企業誘致・商業施設等

の誘致に向けた取組を推進します。

◆企業が進出しやすいように奨励金を交付するな

ど支援を継続します。

◆板倉東洋大前駅東口・西口への出店を促進する

ため、各種支援策の検討を進めます。

◆新規産業用地の整備に向けた用地の選定や整備

計画の策定など、検討・準備を進めます。

施策の方向性

◆新規創業に取り組むかたを対象とした相談体制

を構築し、支援に取り組みます。

◆新規創業に取り組むかたに対する相談窓口のワ

ンストップ化や商工会、金融機関等の関係機関と

の連携による創業支援に取り組みます。

◆地方創生施策の一つである起業支援金制度をＰ

Ｒし、創業希望者の必要な要素に適切な支援を提

供します。

◆新規創業の成功事例等については、町や商工会

の広報紙やホームページへの掲載、パンフレット

の配布など、広くＰＲを行います。

◆６次産業化に取り組む農業者や農業法人等を対

象に情報提供を行うなど、６次産業化の実現に向

けた取組を推進します。

実施計画

第 3 期

 農業の振興

仕事・雇用 1

 商工業の振興

 新たな産業の創出

(52)

５. 施策の基本方針（１）仕事・雇用



(53)

実施計画

まち・ひと・しごと創生

総 合 戦 略
５. 施策の基本方針（２）移住・交流

施策の方向性

◆重要文化的景観をはじめとした町の歴史・文化

資産や既存の観光資源を活用した観光振興を図り

ます。

◆農地を活用した市民農園、日帰り農業体験や、

渡良瀬遊水地の広大で豊かな自然環境や町の名所

に触れた観光バスツアーを実施するなど、体験型

観光の推進を図ります。

◆観光ボランティアガイドや民間事業者と連携し

観光ＰＲを実施します。

◆イメージキャラクターの活用やＳＮＳを利用し

た町のＰＲ活動を実施します。

◆ＰＲ大使との連携により、シティプロモーショ

ンを推進します。

◆ふるさと納税を希望する寄附者の利便性を高め

るとともに、商工農業団体等と連携し、返礼品を

町内業者から広く募集することで地域産業のＰＲ

と地域経済の活性化につなげます。

◆本町とゆかりのある都市との交流により、関係

人口※１・交流人口※２の拡大を目指します。

施策の方向性

◆本町に転入を希望するかたに対し、住宅取得支

援や移住支援金制度、奨学金返還支援制度などの

情報提供を行います。

◆住環境の向上に向けた公園の適正管理、住宅の

改築支援などを通じ、移住・定住を促進します。

◆群馬県企業局と連携し、板倉ニュータウンの住

宅用地の分譲を推進します。

◆板倉ニュータウンに太陽光発電による再生可能

エネルギー、蓄電池及び水素を用いる燃料電池を

活用することで、環境負荷を低減し、災害時のレ

ジリエンスを高めた住宅街区「グリーンブロック」

を造成することから、早期の完成及び完売を目指

して、群馬県企業局と連携してＰＲ活動に取り組

みます。

◆居住目的で町内に住宅を建築・購入する場合に

費用の一部助成をします。

◆住宅用の太陽光発電システムやリフォームへの

補助を通じ、住宅の改築支援を行い、定住を促進

します。

施策の方向性

◆教育に関する相談窓口の確保や学校独自の学力

向上対策事業の実施など、特色ある学校づくりと

教育内容の向上に努めます。

◆教育全般に対する教育行政相談窓口を設置し、

相談事項の対応を図るほか、各校の学力向上対策

事業の浸透度合いについて、学力テストの結果に

よって学習習熟度を把握します。

◆外国語指導助手派遣による英語学習の実施や、

子ども出前教室による行政に関する授業など、多

様な学習環境を提供します。

◆プログラミング教育や情報教育を推進し、教育

環境におけるＩＣＴ環境を計画的に整備します。

◆進学の意欲があるにも関わらず、経済的事由に

より進学困難な世帯に対し、奨学金を貸与する制

度を継続します。

移住・交流 ２

 関係・交流人口の拡大

 教育環境の充実

 移住・定住の促進



施策の方向性

◆結婚を希望するかたに対する結婚支援として、

結婚支援関連事業の周知や自治体マッチングアプ

リの検討、カップリングデザイナーを活用した結

婚のきっかけづくりを行います。

◆子どもを望むすべてのかたが、安心して子ども

を産み育てる環境をつくるため、不妊治療費等や

妊産婦の健診費用などを助成します。

◆子どもを出産した世帯に対しては、近隣市町や

医療機関との連携による母親に対する産後ケアを

はじめ、子育て支援金や福祉医療費の支給、紙お

むつ券の給付、チャイルドシート購入費の補助な

ど、子育てに必要な費用について助成します。

◆妊娠期や出産前後は、出産や子育てに不安を感

じやすい時期であることから、妊娠届出時を利用

して個別相談を行い、気軽に相談ができるような

関係の構築を図り、妊産婦の不安軽減を図ります。

◆家庭訪問や健康相談、健康教育を通じ、妊娠期

から出産、子育て期にわたる切れ目のない支援体

制の推進を図り、地域全体で子育てを見守る基盤

を整えます。

施策の方向性

◆妊娠期から子育て期に至るまでのワンストップ

相談窓口を保健センターに設置し、保育園（保育

所）や児童館（子育て支援センター）などとの子

育て支援ネットワークを形成します。

◆町立保育園施設と児童館施設を一体的に整備し、

子育て支援拠点として機能の充実を図ります。

◆町内の保育施設などにおける受け入れ体制の整

備を図るとともに、町外の保育施設などを利用す

るための広域入所調整による受け皿確保に取り組

みます。

◆延長保育、一時預かり、病児・病後児保育、学

童保育など、多様な保育ニーズに応じて既存事業

の拡充に取り組みます。

◆地域の子育て環境を充実するため、教育関係者

等関係団体による情報共有や、子どもを対象とし

たイベントの開催、学習機会の提供を図ります。

◆子ども会育成会による自然体験スクールや新潟

板倉子ども会との交流、上毛かるた大会などのイ

ベント実施のほか、地域の公民館と学習ボラン

ティアが連携し、地域の子ども達を対象とした自

主学習や各種体験教室の開催などにより、地域に

おける子育て環境を推進します。

◆町内の青少年関係団体、学校及び教育関係者で、

青少年の指導、育成及び保護など、総合的な青少

年問題について、相互の連絡調整を図りながら、

青少年の育成を推進します。

◆体験学習に eスポーツを取り入れるなど、コン

ピューターについての学習機会の提供・支援の充

実を図ります。

◆小中学校の給食費無料化や英語検定料の助成な

どを通じ、子育てをする保護者の負担軽減を図り

ます。

 安心して結婚し子どもを産むことができる

  環境づくりの推進

 子育てしやすい環境づくりの推進

子育て・福祉 ３

※１  関係人口：地域に住んでいたことがある人、通勤・通学をしたことがある人、近隣に住んでいる人、地域に親戚がある人

など、地域と多様に関わる人々を指す。 ※２ 交流人口：主に観光などで、地域を訪れる人々を指す。

(54)

実施計画

第 3 期

５. 施策の基本方針（３）子育て・福祉



施策の方向性

◆空き家の現状把握に努め、空家所有者に適正管

理を促します。

◆交通弱者対策として、路線バスやコミュニティ

バス、鉄道などの公共交通の充実を図ります。

◆防犯啓発や防犯カメラなどの整備を行い、防犯

対策を進めます。また、夜間の防犯対策として、

町内の防犯灯の整備と管理を行います。

施策の方向性

◆水害への対策や、地震など、想定される災害へ

の対策を進めます。

◆自主的な防災体制を強化するために、家庭での

備蓄推進など町民各自の取組と自主的な訓練の実

践を通して自主防災組織の強化を図ります。

◆自主的な広域避難を最も推奨し、災害時に避難

計画に基づいた避難行動が確実にとれるよう、防

災講習会や避難訓練等を通して周知徹底と避難者

の受入体制の確立及び避難所運営のルールづくり

を進めます。

◆自治体間における相互の災害協定締結の推進や

非常用食料や衛生用品などの防災物資の供給に関

し、民間企業との協定締結を推進します。

施策の方向性

◆住民と行政、行政区相互の連携強化を図るため、

住民ニーズを行政区長会議等により把握して適切

な行政執行を推進するとともに、行政区の活動を

支援するため、集会所施設整備やコミュニティ活

動備品の整備を行います。

◆公共性のある住民の取組に対し助成をします。

◆地域ボランティアと公民館が連携した自主学習

機会の提供や各種体験教室を実施します。

施策の方向性

◆健康づくりの知識の普及や各種健診等の助成な

どにより、健康づくりを推進します。

◆高齢者については、心身の特性に応じたきめ細

やかな保健事業と介護予防を一体的に実施します。

また、コミュニティサロンや通いの場等身近な地

域で高齢者が社会参加できる場を拡充することで、

認知症やフレイル※１予防を推進します。

施策の方向性

◆ＳＮＳや５Ｇといった最新技術を活用し、国が

推進しているデジタル田園都市国家構想の実現に

向けて、町の事務にもデジタル技術を導入し、町

民サービスの向上と行政運営の効率化を図ります。

施策の方向性

◆北地区から栃木県栃木市及び南地区から埼玉県

加須市への架橋の整備について、栃木市、加須市

と連携して推進体制の組織化を図り、早期実現す

るよう国及び県へ要望活動等を実施します。

◆両毛広域都市圏総合整備推進協議会や館林邑楽

総合開発促進協議会、東毛地方拠点都市地域整備

推進協議会、関東どまんなかサミット会議など、

他自治体との連携事業を今後も推進します。

※１  フレイル : 健康な状態と要介護状態の中間の段階であり、予防に取り組むことで健康な状態に戻ることが可能。

(55)

実施計画

まち・ひと・しごと創生

総 合 戦 略

地域づくり ４

 安心できる暮らしを支える環境の提供

 災害対策の推進

 地域コミュニティの活性化

 健康づくりの推進

 連携の推進

５. 施策の基本方針（４）地域づくり

 デジタルの推進



※１ 年間商品販売額：卸売業または小売業の商業で売り買いされた物品の販売額 ※２ 製造品出荷額等：製造品出荷額、加工

賃収入額、修理料収入額、製造工程から出たくず及び廃物の出荷額及びその他の収入額の合計

(56)

実施計画

第 3 期

    仕事・雇用 1

①認定農業者の新規認定者数（年間）

目標（Ｒ 9）基準

４人４人

②新規就農者数（年間）

目標（Ｒ 9）基準

1 人１人

③年間商品販売額※１・製造品出荷額等※２

目標（Ｒ 9）基準

19,073 百万円17,030 百万円

77,573 百万円71,168 百万円

④産業及び商業・業務用地への誘致

目標（Ｒ 9）基準

96.97%89.95%

⑤新規創業、起業数

目標（Ｒ 9）基準

23 件（累計）14 件

⑥６次産業化の取組数

目標（Ｒ 9）基準

１件（累計）－

６.KPI 一覧

出典：板倉町創業支援計画

出典：産業振興課

出典：産業振興課

出典：産業振興課

※上段が年間商品販売額 出典：R3 経済センサス活動調査

 下段が製造品出荷額等 出典：2023 経済構造実態調査

                  製造業事業所調査

出典：産業振興課 R5

②渡良瀬遊水地保全利活用事業数

目標（Ｒ 9）基準

12 事業（累計）２事業

①観光・移住関連 HP アクセス数

目標（Ｒ 9）基準

77,00069,432

    移住・交流 ２

③板倉ニュータウン宅地分譲（分譲割合）

目標（Ｒ 9）基準

73．37％68．03％

⑥小学校 CRT、中学校 NRT テスト
管内平均点の全国との差

目標（Ｒ 9）基準

＋５点（小学校）＋３点（小学校）

偏差値＋４（中学校）偏差値＋ 2.2（中学校）

出典：総務課 R5

出典：企画財政課 R5

出典：産業振興課 R5

出典：教育委員会事務局 R5 

④ふるさと納税金額

目標（Ｒ 9）基準

180,000 千円35,976 千円

⑤町公式 LINE の友だち登録者数

目標（Ｒ 9）基準

4,000 人－

出典：企画財政課 R5

出典：渡良瀬遊水地利活用協議会



※１ 健康寿命 : 国保データベースシステムの「平均自立期間」を参考に設定。「平均自立期間」とは、日常生活が自立している

期間の平均。

(57)

実施計画

まち・ひと・しごと創生

総 合 戦 略

    地域づくり 4

③犯罪件数

目標（Ｒ 9）基準

80 件90 件

②路線バス利用者数

目標（Ｒ 9）基準

175,000 人172,719 人

 ①空き家に対する苦情件数

目標（Ｒ 9）基準

５件10 件

④避難訓練参加割合

目標（Ｒ 9）基準

40％25.5％

⑤健康寿命※１の延伸

目標（Ｒ 9）基準

男性 78.8 歳男性 78.7 歳

女性 84.3 歳女性 82.4 歳

６.KPI 一覧

出典：総務課 R5

出典：総務課 R5

出典：総務課 R5

出典：総務課 R5

出典：健康介護課 R5

   子育て・福祉 3

⑤待機児童数

目標（Ｒ 9）基準

０人０人

⑥教育支援体制等構築事業延べ利用者数

目標（Ｒ 9）基準

680 人542 人

③乳幼児健診受診率

目標（Ｒ 9）基準

100%99．4%

出典：教育委員会事務局 R5

出典：健康介護課 R5

出典：保育所等利用待機児童数調査

⑥電子申請システムに対応した様式数

目標（Ｒ 9）基準

24 件（累計）6 件

出典：総務課 R5

①結婚支援関連事業周知数

目標（Ｒ 9）基準

５件１件

出典：企画財政課 R5

④産後ケア事業希望者利用率

目標（Ｒ 9）基準

100％100％

出典：健康介護課 R5

②板倉町子育て応援アプリ登録者数

目標（Ｒ 9）基準

150 人140 人

出典：健康介護課 R5



７－１ PDCA サイクルによる進捗管理

　総合戦略の実現に向け、ＰＤＣＡサイクル方式

サイクルを確立します。まず、効果的な総合戦略

を策定（Plan 計画）し、着実に実施（Do 実施）す

るとともに、設定した目標数値等を基に、実施し

た施策・事業の効果を検証（Check 評価）し、必

要に応じて総合戦略を改訂（Action 改善）します。

７－２ 取組の効果検証の方法及び体制　

　総合戦略を効果的・効率的に推進するためには、

外部有識者等で構成する検証組織を設置し、その

方向性や具体案について審議・検討を行います。

　また、各分野の具体的な施策に対して設定した、

客観的な重要業績評価指標（ＫＰＩ）をもとに、

効果検証を行い、必要に応じて見直しを行います。
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